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トレード・オフ関係についての一考察
　　　　　　　　一所得政策の批判のために一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　永　　友
　1．湖　題
　2．　トレード・オフの関係
　3．完全雇用と物価上昇
　4．第2フィリップス曲線への働きかけ
　5．結　　び
　　　　1．　問　　題
1．物価商号は今日の重要な経済問題である。
所得政策の主張もまたひろく知られているところである。
　所得政策が主張されるにあたっては，
る。すなわち，完全雇用と物価上昇の問には，
ば物価上昇は激化し，
せねばならない，
用と物価安定を同時に実現するには，
方法として所得政策が必要となる，というのである。
　そこでわれわれは，
育 雄
そしてインフレ対策としての
　　　　　　　　　つぎのようなことが論拠になってい
　　　　　　　　　　　　完全雇用を実現しようとすれ
　　物価上昇を抑制しようとすれば完全雇用の追跡は断念：
というようなトV一ド・オフの関係がある。そこで完全雇
　　　　　　　　　トレード・オフ関係を改善するための
　　　　　　　　　完全雇用と出来るだけの物価安定との実現を望む者と
して，そのようなトレード・オフ関係とはどういうものか，またその改善と
はどういうものかについて考察を深めておく必要があると思う。これが本論
文の目的である。
2．　トレード。オフの関係についての経済理論的な研究としては，すでに飯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）田経夫氏による2つの論文「雇用・賃金・物価の関係と所得政策」と「量侮
（1）飯田経夫編「賃金と物価』日本経済新聞社，昭和43年，第1章。
　　　　　　　　　　　　　　一24一
　　　　　　　　　　　　　　　　トレード・オフ関係についての一考察　299
　　　　　　　　　　　（2）経済政策としての所得政策」とがある。、この2つの論文は注目すべき研究で
あると思う。私自身それらから学ぶところ多かった。けれども私としては不
満がないわけではないし，まtこ私の考え方の「くせ」や「好み」も氏とは異
なるであろ5．。．行論の回申において，このような事柄にもふれてみたいと思
う。
2．　トレード・オフの関係
1．完全雇用と物価上昇とのトレード・オフということは，いわゆるフィリ
ップス曲線を土台にして語られるのが普通であろう。そこでそのフィリップ
ス曲線より考察を始めよう。
　A・W・フィリップスは，1958年目『エコノミカ』誌上において注目すべ
　　（1）　・き論文を公表した。そしてそれは，英国
経済の実証的な研究によれば，貨幣賃金
率の変化率と失業率との間には第1図の
ような関係があるということを示したの
である。（但し，Uは失業率であり，W
は賃金率である。）　これが後年フィリッ
プス曲線とよばれるようになったもので
座
o a
第1図
ある。これによれば，失業率がある特定の水準（第1図ではa点）にあれば
：賃金率には変化はなく，それがa以下であれば賃金率は上昇し，a以上で
あれば賃金率は下落するのであるが，賃金率の変化（W）を賃金率の変化率
愚・いう形でみれば・それと蝶率σ・嚇・は第・図の・うな辮
　　　　　　　　　　　　　（2）型の関係があるというのである。
（2）飯田経夫編上掲書，第2章。
（1）　A．　W．　Phillips，　“The　Relation　between　Unemployment　and　the　Rate　of
　Change　of　Money　Wage　Rates　in　the　United　Kingdom，　1861－1957，”
　Economica，　Nov．　1958．
（2）　フィリップスはさらに第1図の曲線のまわりを時計の針と逆：方向にまわるループ
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　第1図は実は重要な関係を示している。それは，失業率をa以下に引き下
げるような経済成長促進政策をとれば，賃金率は上昇せざるをえないが，第
1図は失業率の低下はますます高い賃金上昇率をもたらすことを示している
からである。そしてもしここで賃金率上昇が物価上昇にはね’かえるとすれ
ば，成長促進政策をはげしくして失業率を低くすればするほど物価上昇率も
はげしくなるのではないか，　ということが推測されるからである。フィリッ
プス自身も，1962年の論文で「もしこのような関係が本当に成立していると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　g3）すれば，われわれは困難な選択に直癒している」と云っているのである。
　したがってこのフィリップスの研究が大方の注目をあつめ，フィリップス
曲線をめぐる研究が続出することになったのはまことに当然である。すでに，
ユ963年にはブロンフェンブレナーとボルツマンの論文は　「おそらくは，1950
年代のインフレーション理論についての，最もひろく議論きれ応用された方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）法論上の新機軸は，フィリップス曲線である…一一一一」　といっているのである。
2．　フィリップス曲線はもともと統計資料の解析によって導かれたものであ
る。ところがそれにもかかわらず，このフィリップス曲線が示すような関係
が果して実際に存在するものであるかということについては，賛否の両論が
ある。
　まず，フィリップス曲線にたいしてネガティブな見解の方をみてみよう。
たとえば，フィリップスの論文が公表された翌奪の1959年には，ルースがす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）でに，フィリップスが利用した統計資料に重大な疑問をさしはさんでいた。
まkレイノルズは，フィリップスの示している図表（scatter　diagram）をみ
　を失業率の変化率によって説明しようとする。A．　W，　Phillps，　ibid．　しかしそ
　　のことはここでは取り上げない。
（3）　A　W．　Phillips，　“Employment，　lnflation　and　Growth，”　Economica，　Feb．
　1962，　p．　ll．
〈4）　Martin　Bronfenbrenner　and　Franklyn　D．　Holzman，　“Survey　of　lnflation
　Theory，　”　American　Economic　Review，　Sep．　1963，　p．　631．
（s）　Guy　Routh，　“The　Relation　between　Unemployment　and　the　Rate　of
　Change　of　Money　Wage　Rate：　A　Comment，　”　Economica，　Nov．　19S9，　p．　299，
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れば，そこでは分散（variance）が非常に大きいので，「このようなルーズ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）な関係は政策決定にあたって非常に役に立つというわけにはいかない」　とい
っているし，ペックマンは「何かこのような関係が存在すると想いたい誘惑
　　　　　　oは大きいけれども，このような図形にあてはまる観測は（Z“くわずかしか存在
　　　　　　　　　　　　　　（7）．しない」と云っているのである。
　きらにクーは，フィリップス曲線が示すような調整メカニズムは存在せ
一ず，失業率の変化率と生産性と分布ラグによって賃金率の変化を説明する方
がすぐれているとして，フィリップス曲線に代るものを提供してきえいるの
　　（8）である。
　また，レイヨンハフヴァドはフィリップス曲線につL）てはげしい攻撃を加
えつつも，「この回帰線が眼の前にある恒常的なトレード・オフ（the　steady。
state　trade．off）を示すと信じこんでいる政策決定者にとっては，〔これで〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）いこうという衝動はほとんど抑さえがたいものであろう………」といってい
る。そしてギィッフォードに至っては，雇用に影響する本当の原因は貨幣需
．要の変化であって雇用量はその結果にすぎないとし，フ．イリップスはまちが
った推論をなし不適当な統計を利用していると批判し，さらに進んで，「…
…… tィリップス仮設とフィリップス曲線は，役に立たないだけでなく，経
緕学者を積極的に誤らせるものである。それらは消えさるべきであり，静か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）・に忘れさらるべきである」とさえ云っているのである。
（6）　Lloyd　G．　Reynolds，　‘CWage－push　and　all　that，”　A　fnerican　Economic
　　Review，　PaPers　and　Proceedings，　May　1960，　p．　197．
〈7）　Joseph　A．　Pechman，　in　Discussion，　American　Economic　Review，　PaPers
　　and　Proceed・ings，　May　！960，　p．　219．
［（8）　E．　Kuh，　“A　Productivity　Theory　of　Wage　Levels－An　Alternative　to
　　the　Phillips　Curve，　”　Review　of　Economic　Studies，　Vol．　34，　1967．
’（9）　Axel　Leijonhufvud，　“Commemt：　ls　there　a　Meaning－ful　Trade－off　between
　　Inflation　and　Unemployment，　”　fourna／　of　Polttical　Economy，　Vol．　76，　No．
　　4，　Part　ll，　July／　Aug．　1968．　p．743．
〈10）　John　K．　Gifford，　“Critical　Remarks　on　the　Phillips　Curve　and　the　Phillips
　　Hypothesis，”Vaeltzvirtschaftiiches　Archiv，　Band　lO2，1969　工，　P．89．
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　またわが国においても，南　亮進氏は，1960年代以降の賃金変動は，フit一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）リップス・リプシイ曲線では分析されえないと思われる，と主張されている
のである。
　このようにトレード・オフ関係を示すフィリ・ップス曲線に対する批判・攻
撃はたくきんおこなわれているのである。
3．けれども，フィリップス曲線を支持しようとする論者もまた数多いので
ある。
　この方向の議論でまずあげるべきはりプシーであろう。シリプ’一は1960年
の論文で，フィリップスめ議論の中には否定されるべき論点もあるけれど
も，しかし賃金率の変化率と失業率との間に存在するとフィリップスが主張
した関係は支持されるとして，その関係を説明する理論モデルを提示してい
　　　　（12）るのである。このことがあって以後，フィリップス曲線はフ．イリップス・リ
プシー曲線とも呼ばれることになった。
　またタスカは，フィリップス曲線ならびにその曲線をめぐる賃金変化率の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）運動を，微分方程式をA、くむ数学モデルを利用して描き出している。これは
フィリップス曲線の経済学的根拠を数学を利用して明らかにしょうとした1
例として興味があると思う。
　つぎに，コリーとライドラーの論文をみると，ここではこの両人は　「フィ
リップス関係の従属変数は変化率であるから，その説明のためには，不均衡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）状態すなわち超過需要又は超過供給の状態の分析にはいらねばならない」と
（ll＞南　二進「賃金調整関数の分析一Phillips－Lipsey曲線へのaltemative　aβp－
　roachについて　　」　（一橋大学経済研究所編「経済研究』Oct．197Q，　p，364．）
（12）　R．　G．　Lipsey，　“The　Relation　between　Unemployment　and　the　Rate　of
　Change　of　Money　Wage　Rate　in　the　United　Kingdom，　1862－1967：　A　Further
　Analysis，　”　Economica，　Feb．　1960．
（！3）　Edward　A．　Kuska，　“The　Simple　Analytics　of　the　Phillips　Curve，”　E　co．．
　nomica，　Nov．　1966．
（14）　Bernard　Corry　and　David　Laidler，　“The　Phillips　Relation：　A　Theoretica1
　Explanation，”Economica．　May　l967，　p．ユ91．
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して，いろいろのケースを考察しながらフィリップス曲線が生じる条件をし
らべているのである。そして「失業とインフレとの間のトレード・オフの存
在は，むしろもっと大いに研究を必要とする暫定的な仮定とみらるべきであ
（15）
る」としている。これは，フィリップ。ス曲線は，経済学の申で確立されたも
のとは未だみがたく，　もっとよく研究すべきだとしているのであるが，フィ
リップス曲線を否定しようという見解とは非常に異なっている。
　また。ヴァンダーカンプは，「もし，超過需要に賃金変化を関係づけるに
あたってのその基礎にある調整仮設を受けいれるならば，　フィリップス曲線
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）が非線型で負の勾配を持つということは，十分に正当な根拠がある」　といっ
ているのである。
　さらに，アルチバルトは，戦後経済についてはフィリップス曲線の存在は
　　　　　り相当に明白であると主張し，かつてリプシーがフィリップス曲線の理論モデ
ルをつくろうと試みた方向で，そのモデルの数学的定式化をおこなっている
　　　（17）のである。
　このように，フィリップス曲線の存在を肯定したり，また少なくとも否定
せずしてよりいっそうの吟味の必要を説く主張は多い。また上記の主張の外
にも，フィリップス曲線またはそれに類似の曲線を計量しようという試みも
数多くあるのである。
4．　しかしさらにいえば，フィリップス曲線についての論者の態度には，さ
らに他のタイプのものもある。それらは，フィリップス曲線の研究に刺戟さ
（ls）　Bernard　Corry　and　David　Laidler，　ibid．，　p．　197．
（16）　John　Vanderkamp，　“The　Phillips　Relation：　A　Theoretical　Explanation－
　A　Comment，　Economica．　May　1968，　p．　183．
　　もともと，ヴァンダーカンプのこの論文は，前註のコリーとライドラーの論文の
　批判である。コリーとライドラーは，これにさらに反論している。
　　Bernard　Corry　and　David　Laidler，　“The　Phillips　Relation：　A　Theoretical
　Explanation－A　Reply，　”　Economica，　MaY　1968．
（17）　G．　C．　Archibald，“　The　Phillips　Curve　and　the　Distribution　of　Unemploy－
　ment，　”　American　Economic　Reviezv，　PaPers　and　Proceedin．crs，　May　1969．
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れて生じたものである点については共通するが，フィリップス曲線に代わる
ものをさらに進んでつくり出そうとするものである。
　たとえばイーグリィをみてみよう。イーグリィは，フィリップ曲線に登場
する失業率と賃金率変化率の間に，この両者を媒介するものとして労働者の
市場力（labor’s　market　power）の指標としての離職率（quit　rate）をさし
　　　　　（IS）はさんでいる。つまり，離職率を媒介にして，失業率と賃金率変化率を結び
つけるフィリップス曲線を考えようというわけである。
また・フ・ルプスは讃開化韓失業率と鋸灘との・つの姻ごよ
って説明する理論を展開し，それを示す関係を，拡大されたフィリップス曲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）線（augmented　Phillips　Curve）とよんでいるのである。
5．以上のようにフィリップス曲線に対する評価およびそれをめぐる諸家の
態度は賛否両論さまざまである。このことをわれわれは十秀に承知しておく
べきである。フィリップス曲線は，未だ決して経済学の中に確立され広く承
認を得ているというようなものではなさそうである・
　けれども，私としては，フィリップス曲線が生じてくるような理宙は十分
にあるように思う。　もちろんそれは，細く明瞭でそれからのいささかの逸脱
をも許さないといったようなものではありえない。その曲線はむしろ可成り
の幅を持っているものと思わねばならない。むしちそう老えることの方がリ
アルである。もちろん，lq．　58年にフィ．リップスによってこの曲線がはじめて
示された時には，それは因果関係を示すものではなく，ただ統計資料の上に
あらわれる経験的な関係ではあっtこ。しかし，私はそのような関係が生ずべ
き自然な理由があるように思うのである。
　つぎにその理由を述べよう。
（18）　Robert　V．　Eagly，　“Market　Power　as　an　lntervening　Mechanism　in　Pbi－
　llips　Curve　Analysis，”　Econonzica，　Feb．　1966，　pp．　49－54．
（lg）　Edmund　S．　Phelps，　“Money－Wage　Dynamics　and　Labor－Market　Equilib．
　rium，　t’ノournal　o∫Po1魏。α1　Economy．　VoL　76，　No．4，　Part■，Ju15r／Aug．
　1968，　p．　692．
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6．まず労働の供給曲線を考える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　燭
　労働者に職業および就職口について　　盆
の完全な情報が与えられていて労働力
の移動が完全にス．ムースである場合を
考えて，その時の労働供給曲線を，第
2図においてS’sノで示すことにしょ　　0
う。しかし現実においては情報は：不完
全であり労働力の流動性も不完金である。
Dt
嶋．■哺鵜鞘。餉…一一 @岡噌一一噂一。　　　　　b
?
s　写
D，
　　　　　　　　　　　　捌動か
　　　　　　第2歯
したがって現実に有効に作用し・て
くる労働力の供給曲線はS’S’よりも左方にあると考えられる。それを第2
図においてSSとしよう。
　さてここで勇働の需要曲線が右下りで第2図のようにD，Dlで示されると
しよう。すると，需給関係で価格がきまるという考え方に立てば，賃金は
D，D1曲線とSS曲線との交点bできまることになる。しかしここではbc
の大きさの失業があるが，これは情報の不完全さと労働力移動性の不完全さ
より生じているものであって，摩擦的失業とよばれるべきものである。こう
して，労働市場で賃金が労働需要曲線DID1と有効な労働供給曲線SSとの
交点bできまっていて，oaが均衡賃金率として成立していても，　bcだけ
の摩勲失業塒在・ているこ・にな…れ鉄業率は釜であると示し
てよいであろう。　（以下簡単のために，このようにして示される摩擦的失業
率は，任意の均衡賃金率の下で一定であるとしておこう。つまり，労働需要
曲線がシフトして有効な労働供給曲線との交点　（均衡点）がシフトしても，
摩擦的失業率は変化しないというわけである。）
　さて，このように考えると，正の摩擦的失業率のところで均衡が形成され
て賃金はその点で止まっており，賃金変化率はゼロということになる。こう
してわれわれは，フィリップス曲線を示す第1図において，フィリップ。ス曲
線上のa点が得られたことになる。
　つぎに，生産の拡大により労働需要曲線がPID1よりD2D2へとシフトし
　　　　　　　　　　　　　　　一31一
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た．としよ．う。それを第3円のように示
す。そして賃金はしばしの間は粘着的
でoaの水準にとどまるとする。労働
需要は増加しているので企業は求人に
以前よりもいっそう、の特別の努力をす
るζとになる。この求人活動の努力が
成功してbdだけ雇用が増加したとし
よう。
　　dc
　　ac
??
a
o
Dt　X．　DE s
　　　　　　2　　罵
“剛噂一一一一一一鞠一一一 @一卿一一一　　　　　c　　　　　か　（z・
8i D，X　DE
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第3図
労働力
　　　（d点は点1。R　bcとD，1）2線との交点である。）すると失業率は以前よ
りも一へと減少することになる。しかし労働市場ではやがて均衡への調整
がはじまるであろう。新しい均衡点はe点である。労働市場ではd点よりe
点への移行がはじまるのである。退職者の補充をさしひかえたりというよう
・な方法で，雇用は減少し，賃金は新しい均衡水準へと上昇してゆくのである。
したがってここで賃金変化率は正である。このようにして，われわれは，失
業率が摩擦的失業率よりも低下すると：賃金変化率が正になるということ，つ
まりng　1図のように，横軸上でaより左にゆけば賃金変化率は正になるとい
うことを知るのである。
　こうして新しい均衡点e（第3図）に至れば，労働市場は再び均衡し，摩
擦的失業のみを含むa点（第1図）に復帰するのである。
　労働需要が減退して労働需要曲線が左にシフトすれば，失業率は増大し上
とは逆の事態が発生して賃金は下るので，賃金変化率は負になるから，この
ことは第1図の横軸上をa’点より右に行く場合になる。
　このようにしてわれわれは，第1図におけるフィリップス曲線が，a点を
通り右下りの曲線である，　ということについての理由がわかったのである。
ただ，第1図のフィリップス曲線は右下りであるだけでなく，非線型で下方
に向かってふくれているが，以下本論文では右下りという性質のみが必要か
つ十分であるりで，これ以上フィリップス曲線の性質については立ちいらな
いことにしたい。
　　　　　　　　　　　　　　　一32一
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　こうしてわれわれは，フィリップス曲線があらわれるのにはもっともな理
宙があると思う。ただ，労働需要曲線のシフトはさまざまな様相をもってあ
らわれるであろうから，第1図での横軸上の特定の失業率には一義的な賃金
変化率のみが対応するというわけにはいかないであろう。その意昧ではフィ
リップス曲線はある程度の幅を持ったものであろう。それにしても，だいた
．いにおいて，第1図のようなフィリップス曲線は，なんら不可思議なもので
はなく，もっともな理由を持っているのである。
・・リ．・プス蠕は蝶率σ・賃鍛イヒ率番・の間の関鞭係を示・て
いる。以下これを
　　　　オ　　　　　　一∫（σ）　　　　w
とあらわすことにし，
う。
7．つぎに第4図のような曲線を考え
よう。
　この第4図の曲線は第1図のフィリ
ップス曲線に似て．いる。しかし，縦軸
　　　　　　　　噸鍛化些細でなくて・物価上昇
率劣であ・点・馳・てい・・（但し・
pは物価である。）　このような第4図
に示されている関係は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
この（1）式もまたフィリップス曲線とよぶことにしよ
??
。
?
第4図
・しノ
　　　　　　　　　　　フィリップスの示す関係と似ているところがら，か
つてサミュエルソンとソローによって「修正されたフィリップス曲線」
　　　　　　　　　　　　　　　　C20）1（Modified　Phillips　Curve）と呼ばれた。
　そこでこのような曲線が生じる理由について考えてみよう。ここで，よく
知られている次のような恒等式をとりあげてみよう。すなわち
（20）　P．　A．　Samuelson　and　R．　M．　Solow，　“Analytical　Aspects　of　Anti－lnflation
　Policy，　”　American　Economic　Review，　PaPers　and　Proceedings，　May　lg60，
　p・　！92．
　　　　　　　　　　　　　　一33一
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　　　　　p－vv　1　q　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　　　　　P　W　1’　qであ・・〔但し・1は畑の分醇彊鐵馨）であり・qは労駐離
（国民生産物A業者数）であ・・〕・の（・）式にフ・リ・プス蠕赫す（1）51を代入す
るならば
　　　　一i］一一f（U）一十一一Z一　（3）
・・欄られる・・の式を号・σの平面に描いたのが第・図の「擁・れた
フィリップス曲線」である。（1）式と（3）式とを比べれば，第4図の曲線は，第
・図の雛僧＋÷だけ下方にシ・・させてその繍嬬・り号に藪
・t：ものであることは明らかであろう・・らに云えば，÷や号が変化すれ
ば，第4図の曲線はシフトするのである。　ところで，この曲線は飯田経夫氏．
の論文「量的経済政策としての所得政策」　（飯田経夫編『賃金と物価』日本
経済新聞社，昭和43年，第2章）における20）式に相当する。しかし飯田氏は
この拙論文の恒等式（2）式とは異なる方程式を用いて，氏の⑳式を引き出され
る。その理由は，わたくしの想像では，おそらくは，飯田氏が政策聞題との
関連において過剰決定の聞題をも取扱うことを最初から予定しておられたか
らであろう。しかし拙論文ではそのような意図は持っていない。
　こうしてフィリップ。ス曲線（1）式と恒等式（2）式とを用いて　「修正されたフィ
リップス曲線」⑧式が得られtこ。以下われわれは（1）式のフィリップス曲線を
第1フィリップス曲線とよび，⑧式の修正されたフィリップス曲線を第2フ
ィリップ。ス曲線とよぶことにしたい。　そしてこの第2フィリップス曲線が，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）しばしばトレード。オフ曲線とよばれるものである。第4図をみればわかる
ように，それは，物価上昇率と失業率の間の相反関係を示しているのであるσ
．（21）　たとえば
　　　飯田経夫「量的経済政策としての所得政策」　（飯田経夫編，　『賃金と物価」日本
　　経済新聞社，昭和43年，第2章）55ページ。
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失業率をぬ点より低下きせようとすれば，物価は上昇するというわけであ
り，失業率が小さくなるほど，物価上昇率は大きくなるというわけである。
8．　ここで労働組合の力（ここでは賃金についての団体交渉力のこと）が，
フィリップス曲線とどういう関係にあると考えるか，について本論文の立場
についてふれておこう。
　本論文では，労働組合の力は市場で有効な労働供給曲線（第2図のSS曲
線）の中にくりこみずみであると考える。そして労働組合の力の増大はその
曲線を上方にシフトさせると考える。このことは，今日，労働市場で有効
に作用するのは労働組合の団体交渉力を通しての労働供給関数なのであるか
｝　　　　　　　　　　、　　S22）b，自然な考え方であろっと思っ。
　このように考えると，労働の需要曲線と供給曲線の関係からフィリップス
曲線の関係が得られるという，すでに述べたわれわれの考え方にしたがえ
ば，労働組合の団体交渉力は，すでにフィリップス曲線の中にくりこみずみ
であるということになる。そして労働組合の力の増大は，有効な労働供給曲
線を上方にシフトさせるので，すでに述べたわれわれの考え方にしたがえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆば，フィリップス曲線も右上方にシフトすることになるであろう。
9．勿論，すべての論者がこのように考えているわけではない。ことに，計
且モデルによる分析をする人々はこのようには考えないようである。
　たとえばハインズの考えをみてみよう。ハインズは，労働組合は，労働の
需要。供給とは独立に，賃金変化率に影響を及ぼしており，特に両大戦問と
大戦後においてそうであるとしている。そして賃金をプッシュする労働組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）の力の指標として組織率の変化率をとりあげているのである。
（22）　この観点からして，わたくしは，労働組合は「むしろ所与の条件と考えて，その
　　うえでどういうふうに希少資源を配分すべきかを考えるべきだ」という宇沢弘文氏
　の考え方に賛成したい。日本経済新聞社編rスタグフレーション』昭和46年，257
　ページ。
（23）　A．　G．　Hines，　“Trade　Unions　and　Wage　lnflation　in　the　United　Kingdom
　l893－1961，　”Review　of　Economic　Stztdies，　VQI．3±，1964，　pp．22ユ、　and　226．
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　また，ピーアソンは，．組織率の高低を問題にしている。そしてフィリップ
ス曲線を示す方程式を組合の組織率の高い産業とそれが低い産業とにわけて
推定して比較しているし，また，労働組合の強い産業では，賃金変化率は消
費者物価指数や利潤率の増加に強く結びつけられている，ということを報告
　　　　　　　　（24）しているのである。
　このような考え方によれば，労働の需給関係から得られるf（σ）だけでは
審は説明できないので，・・リ。脚線の方勘1）式の右辺に，f（σ）
以外のもの（労働組合の団体交渉力の指標となるもの）を持ちこむことにな
る。具体的な計量分析の観点からはそうせざるを得ないという事情があるの
であろうが，本論文では，すでに前項で述べた理由で，このような考え方は
　　（25）
しない。
ユ0．この節で確認されたことは，第1フィリップス曲線が存在するというこ
とと，これと恒等式の（2）式とより導かれる第2フィリップス曲線（ト．レード
・オフ曲線）が存在するということである。　このことを土台にして，さらに
議論を進めよう。
3．完全雇用と物価上昇
／l．完全雇用の概念については，飯田氏が2つのものを明確に区別した。　1
（24）　Gail　Pierson，　“The　Effect　of　Union　Strength　on　the　U．　S．　“Phillips
　　Curve”，”　American　Economic　Reviezv，　June　1968，　pp．　461　and　462．
（25）　飯田氏のフィリップス＝リプシー流の賃：金調整関数も
　　TW”　＝＝　f（U）　＋　a一；一　＋　b
　　となっている。　（飯田経夫編，前掲書，46ページ）そして，∫（σ）の中に労働組合
　　の力がくり・まれてい・・また弓・も労鵬合の力・髄・ている・というの
　　は，いわゆるエスカレータ．一条項が採用されるか否かは労働組合の団体交渉力に関
　係があるが，飯田氏は⊥の係tw　aの大きさにかんして，　a＝1の時とエスカレ＿
　　　　　　　　　　　p
　　ター条項とを関連させているからである。（飯田経夫編，前掲書，63ページ）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）っは理論的完全雇用であり，他は政策的完全雇用である。われわれもまたこ
の区別を利用したい。
　理論的完全雇用とは労働の需給が均衡している時の雇用状態で，’．そこには
搬的蝶のみが存在す・・しt・が・てそ・には蝶聯辮という形
で正の水準で存在する。その失業率をUoで示せば，第1フィリップス曲線
上では
　　　　o　＝一f（Uo）
となり，第2フィリップス曲線上では
　　　　P　l　　q
　　　　P　l　　q　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻
となる。したがって，この場含には，賃金は変化せず（　＝＝　oW），また1＞
。・d＞・であれば物価は低下す・（p　〈op）・
　し、かし，経済政策の目標となる雇用水準は，あるいは経済成長政策の結果
住じる雇用水準は，上の完全雇用水準とは異なり，したがってその時の失業
率U＊は上の失業率Uoと異なるかもしれない。そのような直接あるいは間接
に追求される雇用を政策的完全雇用とよぶのである。
2．それでは，政策的完全雇用の場合の失業率の水準は，どのようにしてき
まるのであろうか。　もちろんこれには，客観的にア・プリオリに決める方法
はない。結局は社会の選好（価値判断といってもよい），より具体的には政策
当局の目標決定　（価値判断といってもよい）　によって決まってくるのであ
（2）
る。
（1）飯田経夫編r賃金と物価』1ヨ本経済新聞社，昭和43年，21－23ページ。
（2）　このような問題については，次の文献が参考になる。
　　Edmund　S．　Phelps，　“Phillips　Curves，　Expectations　of　lnflation　and　Opti－
　mal　Unemployment　over　Time，”　Economica，　Aug．　1967．
　　Frank　Brechling，　“The　Trade－off　between　lnflation　and　Unemploment，”
　lournal　of　Political　Economy，　July／Aug．　1968．
　　前者（フェルプス論文）については，ウィリアムスンの批判があり，またフェル
　プスが反論している。（Economica，　Aug．1968にそれらが収載されている。）後
　者（ブレクリング論文）についてもはげしい批判がある。（たとえば，∫ournal
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　そこでここでは，社会が選好した政策的完全雇用水準より生じる失業率ひ来
溶理論的完全雇用水準より生じる失業率U。よりも小さくなるような目標が
設定されたとしよう。しかもさらに，そのU｛：一は第2フィリップス曲線が横
軸と交る点の失業率U’よりも小さいとしよう。そのような政策決定がなき
れたと仮定するのである。
　このような経済政策がおこなわれるということは，非常に積極的な経済成
長促進政策が選好されたことになる，と考えてもさしっかえないであろう。
悶題はこのような活澱な経済成長が物価にどのように反映してくるかという
ことである。
3．　ここで，第2フィリップ。ス曲線をとりあげて，それに上記のひと政策
的に選ばれたU＊とを記入して第5図としよう。
　第5図によって明らかなように，選
ばれた政策の下ではOiだけの大きき
の正の物価上昇率が生じる。もし，成
長政策がますます積極的になって，U＊
がさらに左に移動すればするほど，物
価上昇率も上昇する。したがって，こ
のままでは，σ＊が結果するような成
???
。 ぴ
Ut・
長政策の下では物価上昇は必至であるということになる。
採用したいが，そうすればインフレが生じるという成長とインフレのヂレン
マがあるわけである。
　そこで，なんとかこのヂレンマを克服する方法はないものだろうか，少な
くともこのヂレンマを和らげる方法はないものだろうか，という問題が生じ
る。そのような方法がなければあきらめるより仕方がない。
　ここで，第2フィリップス曲線が下方にシフトすればどうなるかを考えて
　　of　Political　Economy，　July／Aug．1968におけるマイゼルマンの批判をみられ
　　たい。）
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ここに成長政策を
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みよう。L第6図で，第2フィリップス
曲線がffよりf’ノ”へと下方にシフト
したとしよう。物価上昇率はOiより
0ブへと減少する。もし，∫”ノ”にま
でシフトすれば，この第2フィリップ
ス曲線は酵の点で横軸に交わるので，
この時には物価は上昇しない。
???
?
。
　こうみてくると，成長とインフレのヂレンマを和らげるには，第2フィリ
ップス曲線を下方にシフトさせるような方策を実行すればよいことがわか
る。それでは，そのような方策にはどのようなものがあるでφろうか。きら
に議論をすすめなければならない。
　ところで，熊谷レポートは，所得政策はトレード・オフ舶線　（第2フィリ
ップス曲線）を原点に近い方にシフトさせるのが狙いである，といってい
（3）
る。しかし以下にみるように，第2フィリップス曲線を下方にシフトきせる
のは，所得政策のみでは決してない。
4．第2フィリップズ曲線への働きかけ
1．第2フィリップス曲線を下方にシフトさせる方法としては，
が考えられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．PtN　D2
2．まず，労働組合を説得して，労働
供給曲線を下方にシフトするようにす
るという方法がある。
　そのような説得によって労働市場で
有効な労働供給曲線がSiSlよりS2S2
へとシフトしたとしよう。そしてこの
4
??
4つのもの
’S，1／Sz　／s’
　　　　　　ど＿＿印＿＿一＿一一一望＿哨一π
b
S，／／Sz　IAY’　NPr　X　Pa
o
第7図
餐舳力
（3）熊谷尚夫・氏原正治郎・尾崎巌・小宮隆太郎・渡部経彦r物価安定と所得政策』
　経済企画協会発行，昭和43年，77ページ。
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ことを第2図に記入して第フ図としよう。そして労働需要がDID，線より
．II）2D2線に増加したとしよう。それも第7図に示されている。この場合に・
第3図についてすでに説明したところを想起しつつ考えれば，新しい均衡点，
はk点である。そしてk点での賃金は，労働組合に説得がおこなわれない場
合の均衡点e点での賃金よりも低い。したがって，労働組合に説得がなされ
てそれが成功して労働供給曲線が下方にシフトするような時には，賃金上昇
率は，そうでない場合に比して小さくなる。しかもこの場合には，第7図に
よって老えるとわかることだが，摩擦的失業からなる失業率は小さくなって
いる。すなわち
　　　　釜〉鰐
である。このように考えてくるならば，第1フィリップス曲線は第8図のよ
うに下方にシフトしていることがわかる。すると第2フィリップス曲線は，
（3）式によってわかることだが，やはり
第9図のように下方にシフトしてくる
のである。
　こうして，労働供給曲線を下方にシ
フトさせるようにとの労働組合への説
得が成功すれば，第2フィリップ。ス曲
線が下方にシフトすることがわかっ
た。
3．　さてこごで，労働分配率が：不変に
維持されるものと仮定してみよう。す
なわb　　　i　　　t＝O　（4）
と仮定する。ここでさらに
　　　f（ux）　＝一4　（s）
　　　　　　　q
??
。
．?
o
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となるくらいに第1フィリップス曲線が下方にシフトしてきたとしよう。す
なわち第IO図のようになるわけである。すると第2フィリップス曲線の（3）式
に一ヒの（4）式と（5）式を代入すれば
　　　チQ
となることよりわかるように，この場
合には物価は変化しない。第2フィリ
ップス曲線についていえば，第6図の
f”f”曲線があちわれたことになるわ
けである。
．?????
0
／
Ut
劉0図
・％
U
　こうして，労働分配率不変の下で賃金上昇率が⊥に等しくなるように賃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q
金を抑制すれば（すなわち第10図のように第実フィリップス曲線をシフトき
せれば）物価は不変にとどまることがわかる。このような事態は，賃金上昇
率を生産性上昇率の範囲内にとどめれば物価は上昇しないですむ，　とよくい
われる所得政策論者の主張に対応している。　しかし，そこには労働分配率不
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）変の前提が伏在していることを忘れてはならない。
4．労働供給曲線を下方にシブトさせてこれによって物価安定を企てようと
する説得に労働組合が納得するならば，そのような所得政策は可能でもあろ
う。
　けれども，実際には，それによって物価が安定するほどに労働供給曲線が
下方にシフトするには，そのシフトは相当に大規模なものでなければならな
いであろうと想像させるような研究がある。それによれば，1953年下期より
1967年下期にわたって，日本では
　　　　認欝・・4
　　　　　　　　　　　　　　　（2）という状態であったというのである。このような状況をかりに労働の需給曲
（工）　このような問題点については，拙稿「所得政策論議をめぐる若干の問題」（r桃山
　学院大学産業貿易研究所報』第5号，1971年6月）42－45ページ，を参照されたい。
（2）南亮進「賃金調整関数の分析一Phillips－Lipsey曲線へのaltemative　apProach
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線図の申で示してみれば，　（ここでの労働供給を第2図での有効な労働供給
と考えれば），第ll図のようになる。現実の賃金Onは均衡賃金Oaのはるか
に下の方に．あるわけである。したがっ
て労働市場のメカニズムは賃金を引き
上げる方向に作用するのは当無である・
　このような状況の下で，労働供給曲
線を下方にシフトさせる説得が果して
・有効であるかどうかは，まことに疑わ
しいといわねばならない。
5．　ところで所得政策の効果は，
かりとはいえないかもしれない。とい
うのは，リプシイとパーキンが英国に
ついて研究したところによれば，第12
図のように，所得政策がおこなわれな
い時のフィリップス曲線∬は所得政
策が行なわれた時のフィリップス曲線
∫’f’へと，r点を軸にして回転してい
　　　　　　（3）るからである。この図によれば，
??
o
p
0
zall図
労働か
フィリップス曲線を下方にシフトさせるば
．?
。
?
?
?「???? ?
㌧??
1．6％
第【2図
U
　　　　　　　　　　　　　　　　「所得政策は，低い失業水準ではインフレ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）を減退させて，高い失業水準ではインフレを増大させる」ということになる
わけである。
6．つぎに，労働力の流動化を促進して労働供給曲線を右にシフトさせて，
それによりフィリップス曲線を下方にシフトさせるという方策がある。
　　について一」　（一橋大学経済研究所編r経済研究』Oct．1970，372ページ。）
（3）　R．　G．　Lipsey　and　J．　M．　Parkin，　“lncomes　Policy：　A　Re－appraisal，”
　Economica，　May　1970．
（4）　Michael　Parkin，　“lncomes　Policy：　Some　Further　Results　on　the　Determi－
　nation　of　the　Rate　of　Change　of　Money　Wages，”　Economica．　Nov．　lg70，
　p．　400．
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　職業紹介や職業再訓練の公共事業の促進や，転職資金（転居費・再訓練費）
の支給によって労働の流動性を増大すれば，労働布場での有効な労働供給曲
線は右方にシフトする。ここで第7図で説明したことが，必要な変更をほど
こせば，ここでそのままあてはまる。すると第8図のように第1フィリップ
ス曲線が下方にシフトし，さらに第9図のように第2フィリップス曲線も下
方にシフトすることになる。ここでは，その説明をくり返さない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2’7．第3に労働分配率（1）の変化率（1）をとりあげよう。　もしこの変
　　　2
化率コーが上昇すれば，⑧式によってわかるように，第2フィリップス曲線
は下方にシフトする。つまり，労働分配率を高めるならば，いいかえると，
分配率が労働者に有利に変化するならば，それはインフレ緩和に役立つとい
うことである。
　ところが，所得政策論者は，しばしば，分配率の不変を前提にして所得政
策を主張する。しかし，事は政策論なのだから，分配率の：不変を前提にする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）のならば，その遡由を明記すべきであろう。
　ここで1つ参考のために，ペリーの計量研究をみてみると，利潤率の動向
＝がトレード・オフ関係のシフトをもたらしている。そして，たとえその効果
は不十分であっても，利潤率の減少が失業とインフレのトレード・オフ関係
　　　　（6）を改善する，　と主張しているのである。
：8．分配率をめぐるこのような問題点は，残念ながら，飯田氏のモデルでは
扱われていない。それは氏が，分配率が表面に出てくるように氏のモデルを
作られなかったことによるものである。しかしわれわれは，分配率があらわ
．れる恒等式②を利用しているので，この問題を明示することができたのであ
．る。
（5）　このことをめぐる問題点については，註（工）の拙稿参照。
〈6）　G．　L．　Perry，　“The　Deterrninants　of　Wage　Rate　Changes　and　the　lnflation
　and　Unemployment　Trade－off　for　the　United　States，　”　Review　of　Economic
　Studies，　Vol．　31，　1964，　p．　297．
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9．第4に，生産性上昇率⊥が増大すれば，（3）式によってわかるように，
　　　　　　　　　　　　q
第2フィリップス曲線は下方にシフトする。した：がってこの方法によっても、
インフレを和らげることができるわけである。
　生産性向上を促進するにはどんな方法があるかについては，今日ではすで
に論じつくされた感がある。技術開発の促進や，流通機構の改善や，酪農や「
野菜栽培の大規模な展開等々はその中でも重要な問題であろう。
　政府の姿勢は，この方向でもっと積極的であってほしい。たとえば，酪農
や野菜栽培の大規模な展開は，まだ全く幼稚な段階にあるようであるが，民、
間がこの方向でなかなか動かないのであれば，政府が官営事業としてこの方
向に大々的に乗り出してはどうであろうか。そして適当な時期に民問に払い
下げるということがあってもよいのではないだろうか。こうすることによっ
てこの方向に1つの大きなインパクトを与えることも必要なのではないであ
ろうか。もしこれが成功すれば，長期的には第2フィリップス曲線を低下さ
せてインフレ緩和に役立つ筈である。
10．生産性向上を促進する問題も，飯田氏のモデルでは分析されていない。
それは，氏のモデルでは生産性はコンスタントと仮定されているからである。
　したがって氏のモデルでも生産性を司馬的なものと考え直せば，この問題
はとり上げられることになる。しかし氏が敢てそうしなかったのは，生産性
向上によるインフレ対策は所得政策によるインフレ対策とは異質のものであ
るところがら，所得政策に焦点をしぼる氏の論文からはこの聞題点を除外し
ようとされたことにある，と想像される。
　しかしながらわたくしは，所得政策とは異質の生産性向上促進策こそイン
フレ対策の正道であるという観点から，討てこの問題を明示しておきたいの
である。
5．結 び
1．　理論的完全雇用水準より高い雇用水準に政策の目標がおかれる塗らば，
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物価上昇が生じる傾向がある。そこで，いかにしてこeo物価上昇を低く押さ
えるかということが聞題どなる。そしてその方法には4つあることが前節に
おいて明らかにされた。
2．　その第工は，所得政策であった。　しかし，今日のように労働力の超過需
要がはげしく存在する状況においては，所得政策は無理でもあるし，また賢
明でもない。労働市場の状況よりみて上昇すべき賃金は上昇させて，国民経
済の全体的な見地から労働力の効率的な配置が実現されることが望ましい。
賃金を故意に抑制することは，そのような配置に向うべき市場のメカニズム
を妨げることになる。
　第2に，労働力の流動性を増大させることであった。これは，労働市場の
市場メカニズムの働きをスムーズならしめることになる。その意味で，これ
は，市場メカニズムに立脚する経済では，まことに正統な労働力政策であ
り，大いに促進されなければならない。
　第3に分配率の問題があった。これは適正分配率の即題がからんでくるま
ことにむずかレい問題である。所得政策論者はしばしば分配率不変の前提に
立脚しているが，その正当性の根拠が明示されないかぎり，そのような前提
に立脚する所得政策に賛成はできない。
　第4に生産性向上の促進策という方法があった。実はこれこそが物価対策
の正道である。これこそが真正物価対策であるといってよい。
3．　こうし、て，　トレード・オフの馬子を改善して，政策的完全雇用の迫持と
物価上昇の問題にできるだけ効率的に取り組むにあtっての正統な2つの道
があることになる。第1に労働力政策の正道としての労働力の流動性の促進
ということであり，第2に物価対策の正道としての生産性向上の促進という
ことである。所得政策に力をそそぎすぎて，これら2つの政策への力が弱め
られるならば，将来の国民経済の成長発展という見地からみて，まことに不
幸なことといわなければなるまい。　　　　　　　　（1971年IO月！9日）
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